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再発防止策の進捗状況に関するお知らせ 

 

 

平成 27 年３月６日付「経営改善委員会による再発防止策策定のお知らせ（最終報告）」におい

て公表いたしました再発防止策について、現時点での進捗状況につきまして下記の通りご報告い

たします。 

当社は、平成 27 年３月 31 日付「特設注意市場銘柄の指定及び上場違約金の徴求についてのお

知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、平成 27 年４月１日より特設注意市場銘柄に指定され

ております。 

株主、投資家の皆様をはじめ関係者の皆様には、多大なご迷惑とご心配をおかけしております

ことを深くお詫び申し上げます。今後は、全社一丸となりまして再発防止に努めるとともに、信

頼回復のための取組みを真摯に実行してまいりますので、何卒ご理解とご支援を賜りますようお

願い申し上げます。 

 

記 

 

１．再発防止策の進捗状況 

 

Ⅰ．経営者に対する取締役・監査役等の監視・監査機能の強化  

① 取締役会の構成員の見直し等 

  当社では、創業者であり大株主でもある前代表取締役社長（以下、「前社長」という。）

が経営権を掌握し、事業を拡大させてきたため、同氏の決定や判断に対して他の取締役及

び監査役、従業員らが疑義を呈することが難しい状況が作り出されてきました。 

  そのため、取締役会における牽制機能の活性化を図るべく、従来の社外取締役の構成を

見直すことといたしました。 

具体的には、現在の社外取締役の人員構成（４名）を維持し、その内の少なくとも２名

が独立取締役となるよう、２名の候補者と交渉を進めております。平成 27 年４月末を目

途に、弁護士、公認会計士を独立取締役候補として選定し、次回の定時株主総会にて選任

すべく取締役選任議案を上程する予定にしております。なお、役員選任に先立って、再発

防止策の進捗及び当社事業等につき予め十分にご理解いただくことを目的として、独立性

の維持に留意しつつ取締役会等の重要な会議体にオブザーバーとして参加いただくこと

も検討しております。さらに、従来は社外取締役への取締役会資料は概ね３日前に配布し

ていましたが、取締役会での議論をより充実させるために、平成 27 年４月以降は、原則
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として、取締役会開催日の前週に開催される本部長会終了後に配布することといたしまし

た。 

また、株主に対する取締役の経営責任を、明確にするために、現在の取締役の任期を２

年から１年に変更すべく次回の定時株主総会において定款変更議案を上程する予定にし

ております。 

取締役会決議事項の付議基準につきましては、当社の財務状況に比して高額な水準に設

定されていたため、取締役会における牽制機能の強化を図るべく、付議基準を、全ての新

規開発案件及びＭ＆Ａ案件並びに前事業年度末における連結純資産額の１％相当額以上

（参考：前事業年度末連結純資産額 3,904 百万円）のその他投資案件に引き下げることと

いたしました。付議基準の変更につきましては、平成 27 年３月 27 日開催の取締役会にお

いて、職務権限規程の改定を決議しており、平成 27 年４月より運用を開始しております。 

 

② 監査役会の構成員の見直し、他部門との連携の強化 

監査役会の構成につきましても、「①取締役会の構成員の見直し等」と同様の問題点が

あるため、従来の社外監査役の構成を見直すことといたしました。 

現在の社外監査役の人員構成（３名）を維持し、その内の少なくとも２名が独立監査役

となるよう、具体名を挙げ候補者の絞り込みを進めております。平成 27 年４月末を目途

に、弁護士、公認会計士を独立監査役候補として選定し、次回の定時株主総会にて選任す

べく監査役選任議案を上程する予定にしております。なお、役員選任に先立って、再発防

止策の進捗及び当社事業等につき予め十分にご理解いただくことを目的として、独立性の

維持に留意しつつ取締役会等の重要な会議体にオブザーバーとして参加いただくことも

検討しています。 

また、監査の実効性を上げるために他部門等の連携強化を図ってまいります。具体的に

は、現在、内部監査室とは月１回、会計監査人とは年４回、それぞれ定期ミーティングを

実施しておりますが、常勤監査役は定期ミーティング以外にも常時内部監査室と内部統制

等について打ち合わせを実施しており、平成 27 年３月３日付で就任した一時会計監査人

である清新監査法人とも随時ミーティングを実施しております。定期ミーティングにつき

ましても、平成 27 年６月に開催予定の定時株主総会後、新体制の監査役会において、課

題・懸案事項についての情報共有の更なる充実のために、方式等の改善を検討してまいり

ます。 

さらに、監査役会では、従来は管理本部と四半期に一度の定期ミーティングを実施して

おりましたが、平成 28 年３月期より、事業への理解を深め、監視機能を強化すべく、管

理、人材、マーケティング、事業の各本部と定期ミーティングを実施してまいります。 

加えて、従来は、常勤監査役は本部長会に出席しておりませんでしたが、今後は、監視

機能の充実のために当社の重要会議である本部長会、上程前審査会（新設・後述）、リス

ク・コンプライアンス委員会（新設・後述）へオブザーバーとして出席することとなりま

した。これらの会議への出席につきましては、監査役会の年間計画に明記することで担保

しております。既に、平成 27 年３月 20 日開催の本部長会より常勤監査役がオブザーバー
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として出席しており、４月以降開催の上程前審査会やリスク・コンプライアンス委員会へ

も出席することとなっております。 

 

 

③ 既存の会議体の見直し 

取締役会の下位の会議体であり、社内取締役、本部長及び副本部長により構成される本

部長会については、「代表取締役の諮問機関」として代表取締役の判断に対する補正・牽

制の機能を果たすことが期待されていましたが、その責任や権限が明確でなく、実際には

有効に機能しておりませんでした。 

そのため、従来の本部長会の役割を見直すことといたしました。具体的には、取締役会

決議事項を事前に討議し論点を明確化する従来の役割は維持しながら、取締役会非上程案

件（代表取締役社長決裁事項）のうち一定の重要なもの（具体的には、新規開発案件及び

Ｍ＆Ａ案件以外の、前事業年度末連結純資産額 0.5％以上 1.0％未満の投資案件）につい

て、討議・決議事項とすることを加え、代表取締役社長が本部長会の決議事項に該当する

業務執行を行うにあたっては、本部長会の決議があることを必須要件とすることといたし

ました。なお、本部長会は、出席者の３分の２の出席を以って成立し、出席者の全員一致

で決議することとしています。 

さらに、常勤監査役がオブザーバーとして出席することで監視機能を強化いたしました。 

本部長会の見直しにつきましては、平成 27 年３月 27 日開催の取締役会において、本部

長会規程の制定を決議しております。なお、既に平成 27 年３月 20 日開催の本部長会議よ

り上記役割と人員構成で運営を開始しております。 

  

④ 関係内部規程の整備 

上記①ないし③の見直しを制度的に担保するべく、平成 27 年４月１日付で職権限規

程・本部長会規程を制定・改定しております。 

 

Ⅱ．重要な経営判断（一定規模の投資判断を含む。）に関する決定プロセスに係る体制の再構築 

① 上程前審査会の新設 

当社では、新規薬局の開発にあたり、開局計画の策定過程で、開発案件の実現可能性、

相手方の取引相手の属性や信用力等の調査が行われることとなっていましたが、前社長主

導の案件等の一部においては、十分な調査や分析が行われておらず、これをチェックする

仕組みもなかったことから、不適切な取引の実行を防ぐことができませんでした。 

そのため、新規開発案件等の重要な経営判断について、案件の決定プロセスを監視し、

第三者的立場から実現可能性、経済合理性や法的観点等、案件実行の当否に必要な調査、

検討が適正に実施されているかを審査するために、上程前審査会を設置することといたし

ました。 

上程前審査会の構成員は、委員長が管理本部長、委員が経理部長、経営管理部長、総務

部法務担当者から構成され、審査対象については起案部署の担当者が出席して説明いたし
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ます。さらに、常勤監査役がオブザーバーとして出席することで監視機能を強化いたしま

す。上程前審査会の審査対象は、全ての新規開発案件及び M&A 案件並びに前事業年度末連

結純資産額の 0.5％以上のその他の投資案件とします。 

なお、上程前審査会においては、委員がチェックシートを用いて審査に必要な項目を漏

れなく確認することで、案件の実現性等をチェックすることとしています。 

上程前審査会の設置につきましては、平成 27 年３月 27 日開催の取締役会において本部

長会規程で上程前審査会の設置を決議しており、平成 27 年４月より運用を開始いたしま

した。 

 

② 経営判断に関する権限分配等の見直し 

不適切な取引を未然に防ぐために、各種経営判断に関し、より慎重な手続きがとられる

よう、決裁及び決議に関する権限分配の基準を保守的に引き下げることといたしました。

具体的には、投資案件のうち、前事業年度末連結純資産額 0.5％以上１％未満のものは本

部長会決議及び代表取締役社長による決裁を必須とすることとし、また、全ての新規薬局

の開発案件及びＭ＆Ａ案件並びに前事業年度末連結純資産額の１％以上のその他の投資

案件は取締役会決議を必須とすることといたしました。決議及び決裁基準の見直しにつき

ましては、平成 27 年３月 27 日開催の取締役会において職務権限規程の改定を決議してお

り、既に運用を開始しております。なお、基準となる前事業年度末連結純資産額は、定時

株主総会後の毎年 7月 1日に更新することとしております。 

さらに、いずれの案件についても、事前に上程前審査会へ付議されていることを必須と

し、各会議体での討議に必要な資料については、上程前審査会において審査を実施し、十

分でないと判断した場合は上程部門へ差し戻すことができる体制を整備しております。 

決議・審査基準表（投資案件） 

会議体 決議・審査基準 

取締役会 新規開発案件・M&A 案件（金額の多寡に係らず） 

前事業年度末連結純資産額の１％以上のその他の投資案件 

本部長会 取締役会決議が必要な全ての投資案件 

前事業年度末連結純資産額 0.5％以上１％未満のその他投資案件 

上程前審査会 本部長会・取締役会決議が必要な全ての投資案件 

 

③ 関係内部規程の整備 

上記①ないし②の見直しを制度的に担保するべく、平成 27 年４月１日付で本部長会規

程及びその関係規程である上程前審査会要領並びに職務権限規程を制定・改定しており

ます。 

 

 Ⅲ．内部監査機能の強化 

① 内部監査機能の強化 

当社において、内部監査室の業務監査は、平時の薬局運営に対する監査に主眼を置いて
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おり、開発案件や投資案件については十分な監査が行われておりませんでした。 

そのため、特に開発案件や投資案件についても十分な内部監査を行うように体制を整備

いたしました。具体的には、従来開局前の監査については監査手法が確立していなかった

ため、監査マニュアル等を整備し、投資実行前の業務プロセスの適切性をより厳格に監査

するとともに、開発案件の投資計画の適正性等を確認するため、定期的に投資実行後に計

画の進捗や投資資金額の確認、事業計画との乖離を分析する等の内部監査も実施すること

といたしました。また、事前予告を行った上での監査のみではなく抜き打ちでの監査も実

施し監査の実効性をあげてまいります。平成 27 年３月に、開発案件に対する「内部監査

項目」と「監査マニュアル」を策定し、同月より当該マニュアルに則った監査を開始して

おります。 

また、従来の内部監査の年間計画と実施状況は、監査役会では報告されておりましたが、

取締役会には未報告であったことから、平成 28 年３月期の内部監査年間計画を平成 27 年

３月 27 日開催の取締役会で報告しております。上記監査の実施についても年間計画に組

み入れ、実効性を担保しております。 

 

② 監査役及び会計監査人との連携強化 

内部監査室では、監査の実効性を上げるために他部門等の連携強化を図ってまいりま

す。具体的には、現在、監査役会とは月１回、会計監査人とは年４回、それぞれ定期ミ

ーティングを実施しておりますが、常勤監査役とは定期ミーティング以外にも常時内部

統制等について打ち合わせを実施しており、平成 27 年３月３日付で就任した一時会計監

査人である清新監査法人とも月１回以上のミーティングを実施し情報共有を図っており

ます。定期ミーティングにつきましても、平成 27 年６月に開催予定の定時株主総会後、

新体制の監査役会と協議の上、課題・懸案事項についての情報共有の更なる充実のため

に、方式等の改善を検討してまいります。 

さらに、監査役会と各本部で実施する定期ミーティングへも出席することで更なる監

査体制の強化を図ってまいります。 

 

 Ⅳ．役職員のコンプライアンス意識の醸成 

① コンプライアンス教育・研修の活性化 

今回の不適切な取引の原因は、第一次的には、前社長のコンプライアンス意識の欠如で

すが、その他の取締役及び監査役につきましても、平成 24 年９月の税務調査、それを受け

ての社内調査の結果、不適切取引の事実が取締役会で報告されていたにも関わらず、それ

以上の原因解明及び責任追及等を実施しなかったことに現れているとおり、上場企業の役

員としてのコンプライアンス意識が不足していたと考えられます。従業員につきましても、

前社長からの指示とはいえ、不適切な取引の可能性が窺がえる取引に従事していた者があ

り、コンプライアンス意識が不足していたと考えられます。 

そのため、従前よりコンプライアンス研修を実施しておりましたが、より実効性の高い

教育・研修をすることでコンプライアンス意識の醸成を図ってまいります。 

今後半年は、まず、役員に対して重点的に外部講師を招いてのコンプライアンス研修を
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６回程度実施し（初回は平成 27 年４月９日に開催いたしました。）、その後は、役員、部

室長及び支店長に対して、四半期毎に外部講師を招いた研修プログラムを実施する予定で

す。また、グループ会社の役職員を含めた従業員に対しても、四半期毎に、総務部が作成

し配信するコンプライアンス通信を基にしたコンプライアンス研修を、部・支店・店舗ご

とに実施してまいります。なお、直近では、平成 27 年３月 30 日付でコンプライアンス通

信を配信しております。さらに、平成 27 年 7 月を目途に、ｅ‐ラーニング等による研修

機会を充実させる予定です。 

また、人事評価の評価項目にコンプライアンスに関する項目を設定することで役職員の

意識の醸成を図るため、平成 28 年３月期の人事評価からコンプライアンスに関する項目

を組み入れた評価シートを作成しております。 

さらに、従来、コンプライアンス上の問題点につき対応を審議するコンプライアンス委

員会を不定期に開催しておりましたが、同委員会につきましては、定期的に開催すること

が望ましいこと及びその審議内容が部門ごとのリスクを四半期毎に点検するリスク管理

委員会と内容が一部重複することから、今後は、両委員会を統合してリスク・コンプライ

アンス委員会として四半期毎に開催してまいります。従来、リスク委員会は社内取締役を、

また、コンプライアンス委員会は社内取締役と労務部長を中心にそれぞれ構成されていま

したが、リスク・コンプライアンス委員会の構成員につきましては、社内取締役、常勤監

査役及び各本部毎に本部長が選任する者（1名以上）といたしました。また、リスク・コ

ンプライアンス委員会の活動内容につきましては、取締役会で実施内容を報告することと

しております。 

なお、リスク・コンプライアンス委員会の設置につきましては、平成 27 年３月 27 日開

催の取締役会において、リスク・コンプライアンス規程の制定を決議しており、新たな委

員構成にて委員会を開催いたします。初回は平成 27 年４月中の開催を予定しております。 

 

② 内部通報制度の浸透 

当社では、従来より社内及び社外への通報窓口を設置した内部通報制度を設けており

ましたが、制度の周知が不十分であり十分に活用されていたとは言い難い状況にありま

した。 

そのため、内部通報制度について役職員へ再度アナウンスするとともに、現在、啓蒙

ポスターの作成やハンドブックの改定作業を進めております。平成 27 年４月中に啓蒙ポ

スターは全店舗に掲示予定で、併せて改定後のハンドブックも早急に作成して全役職員

に配布し、内部通報制度の周知徹底を図ってまいります。 

     また、役職員の業務用携帯電話や本社・店舗のメール機能に内部通報用のアドレスを

組み込むことで、本制度を利用しやすくなる環境整備を実施いたします。 

 

Ⅴ．当社と前社長グループとの不適切な資金的・人的関係の隔絶 

    当社は、前社長が創業者及び大株主として個人商店的に事業を拡大させてきたため、前

社長の支配力又は影響力が及ぶ法人等（「前社長グループ」という。）と当社との間で資金
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の融通や役務の提供が実施されておりました。 

そのため、当社と前社長グループとの不適切な資金的・人的関係を隔絶すべく図ってま

いりました。その結果、平成 27 年３月末日をもって、当社と前社長グループとの間の人的

関係や資金的関係の解消が完了しております。 

    また、上記に関連して関連当事者及び関連当事者取引の判定が適切に実施されておりま

せんでした。 

そのため、平成 27 年４月９日に当社役員に対して啓蒙活動としての研修を実施しており

ます。さらに、総務部よりグループ各社役員に個別に関連当事者取引等について説明を実

施し、提出された関連当事者取引の資料につきましても、経理部が必要に応じてヒアリン

グを行うことで、不適切な取引が行われる可能性を根絶すべく、徹底した調査を実施して

まいります。 

 

 Ⅵ．取締役報酬の見直し 

取締役報酬の個別報酬額については、従来は代表取締役一任とされており、報酬決定プ

ロセスが透明化されていませんでした。 

そのため、今後は報酬決定プロセスの透明化を担保すべく、次回定時株主総会後、新役

員体制の下で社外取締役が過半数を構成する報酬委員会を取締役報酬に関する諮問機関と

して設置し、取締役の個別報酬額を決定してまいります。 

 

 

２．その他の業務プロセス等について 

   当社は、再発防止策以外でも下記業務プロセスにつきまして見直しを実施しております。 

  ①新規薬局の開発案件の進捗状況の確認 

   今回の不適切な取引は、新規開発に係るプロセスで発生しております。そのため、新規薬

局開発につきましては、主管部署が取締役会へ進捗状況を毎月報告し、仮に案件が中止とな

るときには、その詳細を取締役会へ報告することといたしました。 

  ②取引先関連運用ルールの見直し 

   取引先関連運用ルールとは、当社が他社と取引を開始するにあたり、取引先の属性や信用

力等について調査を実施することを定めた社内規則になります。 

従来は、新規取引時に属性や信用力等の調査を実施しておりましたが、既存取引先であっ

ても前回調査から２年を経過した場合は再調査をすることといたしました。 

なお、平成 27 年４月 27 日付で取引先管理規程及びその関係規程である取引先関連運用ル

ールの見直しを予定しております。 

 

 

３．不適切な会計処理に係る責任追及について 

当社は、現在、不適切な会計処理に係る前社長及び平成 24 年に受けた税務調査時における当

時の役員に対する責任問題について検討しております。 
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今後の検討スケジュールにつきましては、平成 27 年４月末迄を目途に、顧問弁護士との間で、

検討の前提となる資料の収集と分析を行う予定としております。その後、分析された資料に基

づき、取締役会において協議、検討を行い、できる限り５月半ばの決算発表時期を目途に、当

社として如何なる措置を講ずるのかについて一定の方向性を決定したいと考えており、具体的

な対応内容が決定した場合には、その内容について開示いたします。 

  なお、現任の社内取締役からは、役員報酬の一部（報酬月額の 20％を３ヶ月）を自主返納す

る旨の申し出があり、既に実施しております。 

 

 

４．改善スケジュール 

  別紙をご参照ください。 

 

以上 
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平成27年３月 平成27年４月 平成27年５月 平成27年６月 平成27年７月 平成27年８月

Ⅰ．経営者に対する取締役・監査役等の監視・監査機能の強化

①取締役会の構成員の見直し

・独立役員２名の選任 人選開始 ４月末を目途に選定 会議へのオブザーバー参加 定時株主総会にて選任

・取締役の任期の見直し 取締役会へ議案の上程 定時株主総会にて定款変更

・取締役会決議事項付議基準の見直し 職務権限規程の改定 運用開始

②監査役会の構成員の見直し、他部門との連携の強化

・独立役員２名の選任 人選開始 ４月末を目途に選定 会議へのオブザーバー参加 定時株主総会にて選任

・内部監査室との連携強化 検討 運用開始

・会議体への出席等
運用開始

3/20本部長会議より出席

リスク・コンプライアンス
委員会、上程前審査会への

出席

③既存の会議体の見直し

・本部長会の見直し 本部長会規程の制定 運用開始

④関係内部規程の整備 規程の制定・改定 運用開始

Ⅱ．重要な経営判断に関する決定プロセスに係る体制の再構築

①上程前審査会の新設 検討
運用開始

②経営判断に関する権限分配等の見直し 職務権限規程の改定 運用開始

③関係内部規程の整備 規程の制定・改定 運用開始

Ⅲ．内部監査機能の強化

①内部監査機能の強化

・開発案件や投資案件の重点監査
検討

年間計画に含める
運用開始

・内部監査計画及び実施状況の取締役会への報告
3/27取締役会にて平成27年

度の監査計画の報告

②監査役及び会計監査人の連携強化 清新監査法人と情報共有 運用開始

Ⅳ．役職員のコンプライアンス意識の醸成

①コンプライアンス教育・研修の活性化

・取締役を含む全職員へのコンプライアンス研修の実施 検討
運用開始

4/9役員向け研修実施

・e-ラーニング研修の開始
検討

システム環境整備
運用開始

・コンプライアンス委員会の運営の見直し 規程の改定 運用開始

②内部通報制度の浸透 検討 随時実施

Ⅴ．当社と岡村グループとの資金的・人的関係の隔絶 実施済

Ⅵ．役員報酬の見直し 新役員体制にて実施

Ⅶ．その他

①新規開発の進捗状況の確認 検討 運用開始

②取引先運用ルールの見直し 検討 運用開始

③旧経営陣への責任追及 検討 検討 方向性の決定

項目

【別紙】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再発防止策の実施スケジュール
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